



―― 経営戦略の観念論的認識と唯物論的認識の統合の問題を中心として ―― 
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ルの10のスクール（学派）に分類して，それらのスクールの限界と功績について批評を行っている。 H. Mintzberg, 
B. Ahlstrand, J. Lampel, Strategy Safari：A guided Tour through the Wilds of Strategic Managemant, The 
Free Press, 1998〔齋藤嘉則監訳，木村 充・奥澤朋美・山口あけも訳『戦略サファリ 戦略マネジメント・
ガイドブック』東洋経済新報社，1999 年〕参照。 
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定義と本質 いま戦略とはなにか(3)  チャンドラー・アンゾフ・ミンツバーク」『DIAMONDO ハーバードビ
ジネス』，1997 年 3 月号をも参照。 
4）伊丹敬之『経営戦略の論理』第 3 版，日本経済新聞社，2003 年，2-5 ページ。 






















シアティブやコミットメントの本質的な源泉の開発へと導くものである」としている（E. Mckenna, N.Beech, 












たという事例がみられる。E. Mckenna, N. Beech, op. cit., pp. 66-9〔前掲訳書，83-5 ページ〕参照。 
07）仲田正機「経営政策」，吉田和夫・大橋昭一編著『基本経営学辞典』同文舘，1994 年，71 ページ。 
08）島田 恒「ビジネス・ポリシー」，経営学史学会編『経営学史辞典』文眞堂，2002 年，249 ページ。 
09）水原 嚢「経営政策」，神戸大学経営学研究室編，占部都美・海道 進編集代表『経営学大辞典』中央経済社，




















                                                                                                                                                        
とに関して一企業が持つ理論」であり，その「因果関係を示す命題」としており，「セオリー（理論）として
の戦略」と定義しているが（J. B. Barney, Gaining and Sustaining Competitive Advantage, second edition, 
Prentice-Hall, 2002, p. 6, p. 22〔岡田正大訳『企業戦略論――競争優位の構築と持続――』上巻，基本編，ダ





11）H. Minzberg, The Rise and Fall of Strategic Planning: Reconceiving Roles for Planning, Plans, Planners, 






















































































る現象の基本的特徴と意義については，前掲拙書，第１章，第 2 章および第 8 章を参照。 
16）M. E. Porter, Competitive Stratery, The Free Press, 1980〔土岐 坤・中辻萬治・服部 照夫訳『競争の戦
略』ダイヤモンド社，1982 年〕，Competitive Advantage, The Free Press, 1985〔土岐 坤・中辻萬治・小野
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17）A. D. Chandler, Jr, Strategy and Structure：Chapters in the History of the Industrial Enterpreise, MIT 




20）H. I. Ansoff, Corporate Strategy.An analystic Approach to Business Policy for Growth and Expansion, 
McGraw-Hill, 1965, p. 5〔広田寿亮訳『企業戦略論』産業能率大学出版部，1977 年，6-7 ページ〕. 
21）Ibid.,pp.103-4〔同上訳書，128-9 ページ参照〕. 
































                                                          
22）加護野，前掲論文，61 ページ。 




































































































































                                                          
23）A. D. Chandler, Jr, The Visible Hand：Managerial Revolution in American Business, Harvard University 
Press, 1977, Part Ⅳ, Part Ⅴ〔鳥羽欣一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代――アメリカ産業における近代企
業の成立――』（下），東洋経済新報社，1979 年，第４部および第５部〕参照。 





た。第 1 次大戦前にはドイツは世界の化学産業の全生産額の 24％を占めていたが 1923 年まで
にその割合は 17％に低下し，輸出をみても世界の全輸出額に占めるドイツの割合は 1913 年か
ら 25 年までに 28.4％から 23％に低下した。ことに染料を主力製品とするドイツにとっては染
料生産の著しい減少にともなう世界の生産に占める割合の著しい低下（例えばアニリン染料では









くこのような多角化戦略は第 2 次大戦後になって本格的な進展をみることになるが 27)，主要資
                                                          
25）NICB, Rationalization of German Industry, New York, 1931, pp. 118-9. 
26）拙書『ヴァイマル期ドイツ合理化運動の展開』森山書店，2002 年，第４章のほか，H. Tammen, Die I. G. 
Farbenindustrie Aktiengesellschaft［1925－1933］:Ein Chemiekonzern in der Weimarer Republik, Berlin, 
1978, Ⅰ, 3，工藤 章『現代ドイツ化学企業史 IGファルベンの成立・展開・解体』ミネルヴァ書房，1999
年などを参照。 
27）アメリカにおける多角化戦略については，R. P. Rumert, Strategy, Structure and Economic Performance, 












家族所有の企業における財務上・経営上の制約も多角化の抑制要因として働いたとされており  （P. Dyas, H. T. 
Thanheiser, The Emerging European Enterpreise.Strategy and Structure in French and German Industry, 
The Macmillan Press, 1976, p. 100, pp. 132-3 参照），法的・政治的条件，制約要因や企業の資源的条件・制
（次頁に続く） 

































経済社，1993 年，119-20 ページ，仲田正機「現代日本企業のトップ・マネジメント」，角谷登志雄・堤 矩之・
山下高之編『現代日本の企業・経営』有斐閣，1986 年，115 ページ参照。 
28）この点については，前掲拙書『現代経営学の再構築』，第１章，第７章を参照。 
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 このような経営戦略の重要性の高まりは 1990 年代以降のグローバル段階の資本主義の変容
                                                          
29）石井・奥村・加護野・野中，前掲書，3 ページ 
30）M. E. Porter, Competitive Stratery, p. 34 およびⅠ.１〔前掲訳書，55 ページ，Ⅰ.１〕参照. 
















































（resorce-based view）の戦略論 32) が一層中心的な位置を占めるようになってきたのも，1990
年代以降の時期の資本主義の変容のもとでの企業における情報的資源をも含めたこうした資源 
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ジ，46 ページ参照），それは，企業の持続的競争優位の源泉を市場におけるポジショニングといった観点にで
はなく価値のある，希少で模倣困難かつ代替性のない各種の経営資源に求めて解明をはかろうとするものであ
る(J. B. Barney, Firm Resources and Sustained Competitive Advantage, Journal of Management, Vol. 17, 








「資源ベース」の経営戦略論の最も代表的な研究としては，バーニーの上述の論文，著書（J. B. Barney, 
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Strategic Management, Blackwell Publishers, 2001, J. N. Foss, Equilibrium vs Evolution in the 
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Formulation, California Management Review, spring, 1991, J. T. Mahoney, J. R. Pandian, The 
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Journal,Vol.13,1992,M.Peteraf, The Cornerstone of Competitive Advantage:A Resource-based Views, 
Strategic Management Journal, Vol.14, 1993, C. K. Prahalad, G. Hamel, The Core Comptence of the 
Corporation, Harvard Business Review, Vol. 63, No. 3, 1990, G. Hamel, C. K. Prahalad, Competing for 
The Firm, Harvard Business School Press, 1994〔一条和生訳『コア・コンピタンス経営：大競争時代を勝
ち抜く戦略』日本経済新聞社，1995 年〕，D. J. Collis, C. A. Montogomery, Corporate Strategy：A 
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33）加護野，前掲論文，61-3 ページ。 
34）清水富士雄・野崎亮彦・横尾 健「日本の企業戦略：2004」，伊丹敬之・一橋 MBA 戦略ワークショップ『企
業戦略白書Ⅳ 日本企業の戦略分析：2004』東洋経済新報社，2005 年，第 2 章。 





































































46) 同書，22-6 ページ。 
47) 同書，第Ⅰ部参照。 




























                                                          
48）こうした分析視角とそれのもつ意義については，前掲拙書『現代経営学の再構築』，第 2 章第 3 節参照。 
